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平成30年６月８日

株 主 各 位
栃 木 県 栃 木 市 泉 川 町 556 番 地

滝 沢 ハ ム 株 式 会 社
代表取締役社長 瀧 澤 太 郎

第68回定時株主総会招集ご通知
　

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

　さて、当社第68回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよう

ご通知申し上げます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手

数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いた

だき、平成30年６月26日（火曜日）午後６時までに到着するよう、ご返送くださいますようお願

い申し上げます。

敬 具
記

1. 日 時 平成30年６月27日（水曜日）午前10時
2. 場 所 栃木グランドホテル ２階「鳳凰の間」

栃木県栃木市万町６番11号

(当社は、株主総会を栃木県栃木市の当社本店４階会議室で開催してまいりま

したが、本株主総会におきましては、より多くの株主の皆様にご出席いただき

ますよう上記会場で開催することといたしました。ご来場の際は、末尾の会場

ご案内図をご参照いただきお間違いのないようご注意ください。)
3. 目的事項

報 告 事 項 1. 第68期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）

事業報告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会の連

結計算書類監査結果報告の件
2. 第68期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）

計算書類の内容報告の件
決 議 事 項
　第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役７名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
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◎ １．当日ご出席の際には、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださ

いますようお願い申し上げます。

２．本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、連結計算書類の「連結注記表」及び計算

書類の「個別注記表」につきましては、法令及び定款第14条の規定に基づき、インター

ネット上の当社ウェブサイト（http://www.takizawaham.co.jp）に掲載しておりますの

で、本招集ご通知の添付書類には記載しておりません。
　

ご 案 内

１．株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正すべき事項が生じた場

合は、修正内容をインターネット上の当社ウェブサイト（http://www.takizawaham.co.jp）

に掲載させていただきます。

２．株主総会終了後、株主様との懇親会を開催いたしますので、併せてご出席いただきますよう

お願い申し上げます。
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添 付 書 類

事 業 報 告

(平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで)

1. 企業集団の現況に関する事項

　(1) 事業の経過及びその成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、堅調な海外企業業績と内需の高まりに支えられ

て、緩やかな回復基調で推移しておりますが、米国の政策動向や北朝鮮などをめぐる地政学

的リスクの高まり等の不安材料が交錯する不透明な状況が続いております。

　当業界におきましては、天候不順による野菜価格の高騰やガソリン価格の値上がりなどが

続く中、消費者の生活防衛意識の高まりは根強く依然として厳しい状況が続きました。

　このような状況の中で、当社グループは、営業部門におきましては、首都圏地区及び関西

地区の販売強化や外食部門等の開拓により売上の拡大を図るとともに、チーム営業の推進に

より営業力の強化を図ってまいりました。生産部門におきましては、主力商品の増産に対応

するため、工場新設により生産設備の増強を図るとともに、商品の統廃合推進により生産性

の向上に取り組んでまいりました。また、食肉部門におきましては、輸入豚肉のブランド肉

の仕入強化、国産銘柄牛・豚及び食肉一次加工品等の付加価値の高い商品の販売強化を図っ

てまいりました。

　この結果、当連結会計年度の売上高は、342億45百万円（前期比4.5％増）となり増加いた

しました。損益面では、賃金改善や雇用増による人件費の上昇、物流費及び燃料費等の経費

増加もあり、営業利益は４億44百万円（前期比11.4％減）、経常利益は４億79百万円（前期

比11.6％減）、親会社株主に帰属する当期純利益は３億７百万円（前期比21.5％減）となり

減益となりました。

　部門別の概況は次のとおりです。

食肉加工品部門

　食肉加工品部門につきましては、ハム・ソーセージの売上は伸び悩みましたが、ロースト

ビーフや生ハムの売上が好調に推移したことから、売上高は増加いたしました。この結果、

この部門の売上高は135億40百万円（前期比7.2％増）となりました。
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惣菜その他加工品部門

惣菜その他加工品部門につきましては、ハンバーグ類や簡便性を重視した惣菜商品の新商

品の売上が好調に推移したため、売上高は増加しました。この結果、この部門の売上高は49

億47百万円（前期比8.2％増）となりました。

食 肉 部 門

食肉部門につきましては、牛肉は、国産牛肉、輸入牛肉とも販売競争の激化により売上は

減少しました。豚肉については、国産豚肉は減少しましたが、輸入豚肉はブランド商品の拡

販に努め売上は増加いたしました。また、食肉一次加工品につきましても、新商品の投入に

より販売促進に努めましたが、競争の激化により売上高は減少しました。この結果、この部

門の売上高は156億７百万円（前期比1.2％増）となりました。

そ の 他 部 門

その他部門につきましては、売上高は１億49百万円（前期比1.2％減）となりました。

　(2) 設備投資の状況

　当連結会計年度における設備投資の主なものは、デリカ工場「翔」の新設及び泉川工場、

西方工場の機械設備等の新設等であり、設備投資の総額は22億29百万円になりました。

　(3) 資金調達の状況

　平成29年11月24日に銀行保証付私募債を発行し、これにより２億円の資金調達を行いまし

た。
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　(4) 対処すべき課題

今後の見通しにつきましては、雇用・所得環境の改善で引き続き国内景気は回復基調で推

移することが期待される一方で、海外経済の不確実性や為替の変動等により先行き不透明感

が続くものと思われます。

当業界におきましては、人口減少や高齢化社会の進行などによる市場の伸び悩みから販売

競争が激化することが予想され、加えて物流費や人手不足による人件費の上昇もあり、業界

を取り巻く環境はさらに厳しい状況になることが予想されます。

このような状況におきまして、当社グループは、安全、安心な品質の商品を確保すること

で、より一層の品質保証体制の強化を図るとともに、新商品と主力商品を中心に販売の拡大

に努め、収益の確保に努めてまいります。

営業面におきましては、首都圏及び関西地区の販売強化や外食分野等の開拓により売上の

拡大を図るとともに、物流コスト削減の取り組み、販売の効率化を図る等、収益力の向上に

努めてまいります。生産面につきましては、ＨＡＣＣＰの定着及び小集団活動により品質の

向上を図るとともに、生産技術の向上と省力化投資により生産性向上に努めてまいります。

食肉部門につきましては、輸入・国産食肉のブランド肉の差別化により商品力の強化を図る

とともに、食肉一次加工品等の販売強化を図り、収益の確保に努めてまいります。

また、今期の配当につきましては、期末配当金年25円を実施したいと考えております。今

後につきましても、全社一丸となり収益力の回復、財務体質の改善に努め、安定配当に努め

てまいる所存であります。

株主様におかれましては、今後とも引き続き、何卒倍旧のご支援とご指導を賜りますよう

お願い申し上げます。
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　(5) 財産及び損益の状況

区 分
第 65 期

（平成26年４月１日
平成27年３月31日）

第 66 期

（平成27年４月１日
平成28年３月31日）

第 67 期

（平成28年４月１日
平成29年３月31日）

第 68 期

（平成29年４月１日
平成30年３月31日）

売 上 高(千円) 29,765,862 30,366,205 32,767,338 34,245,689

経 常 利 益(千円) 420,052 209,098 541,674 479,021

親会社株主に帰属
する当期純利益

(千円) 364,892 152,861 391,321 307,292

１株当たり当期純利益　(円) 35.53 14.88 38.11 149.63

総 資 産(千円) 12,224,152 12,585,907 13,520,959 15,163,167

純 資 産(千円) 3,107,538 3,123,015 3,528,722 3,867,039

１株当たり純資産額　(円) 302.59 304.13 343.64 1,882.96
　

(注) 1. １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数 (自己株式を控除した株式数）により算出してお
ります。

2. １株当たり純資産は、期末発行済株式数（自己株式を控除した株式数）により算出しております。
3. 第68期の１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産額については、平成29年10月１日付で普通株

式５株を１株に併合しましたが、株式併合が期首に行われたと仮定して算出しております。
　
　(6) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社との関係

　該当事項はありません。
　

② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

百万円 ％

株式会社テルマンフーズ 60 100.0 食肉及び食肉加工品の製造販売

　
③ 企業結合の成果

　上記に記載の重要な子会社を含め連結子会社は３社であります。当連結会計年度の売上

高は342億45百万円（前期比4.5％増)、親会社株主に帰属する当期純利益は３億７百万円

（前期比21.5％減）となりました。
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④ 事業年度末日における特定完全子会社の状況

　該当事項はありません。
　
　(7) 主要な事業内容（平成30年３月31日現在）

事 業 部 門 主 要 な 事 業

食 肉 加 工 品 ハム・ソーセージ等の製造販売

惣 菜 そ の 他 加 工 品 レトルト食品、惣菜等の製造販売及び仕入販売

食 肉 食肉の仕入、加工及び販売、肉牛の肥育

そ の 他 飲食店の経営

　
　(8) 主要な営業所及び工場（平成30年３月31日現在）

当

社

本 社 栃木県栃木市泉川町556番地

工 場
泉川工場(栃木県栃木市)
仙南工場(宮城県角田市)
泉川ミートセンター(栃木県栃木市)

西方工場(栃木県栃木市)
デリカ工場「翔」(栃木県栃木市)
菖蒲パックセンター（埼玉県久喜市）

営 業 所

青森営業所(青森県青森市)
仙台営業所(宮城県仙台市)
北関東量販課(栃木県宇都宮市)
新潟営業所(新潟県新潟市)
大阪営業所(大阪府高槻市)

盛岡営業所(岩手県盛岡市)
福島営業所(福島県本宮市)
群馬営業所(群馬県伊勢崎市)
東京支店(東京都足立区)
茨城ビーフセンター(茨城県茨城町)

直 売 所

＜レッケルバルト店＞
栃木本店(栃木県栃木市)
＜アロマテーブル店＞
亀有店(東京都葛飾区)
北砂店(東京都江東区)
川口店(埼玉県川口市)
小山店(栃木県小山市)

西新井店(東京都足立区)
横浜店(神奈川県横浜市)
古河店(茨城県古河市)
足利店(栃木県足利市)

子
　
会
　
社

株 式 会 社 テ ル マ ン フ ー ズ
本 社（栃木県栃木市）
首都圏営業部（埼玉県川口市）

株 式 会 社 ワ ー ル ド フ ー ド サ ー ビ ス 本 社（宮城県角田市）

株 式 会 社 前 日 光 都 賀 牧 場 本 社（栃木県栃木市)
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　(9) 従業員の状況（平成30年３月31日現在）

従 業 員 数（名) 前期末比較増減（名)

342 13（増)

(注) 上記従業員数には、契約社員（専任社員・パートタイマー）361名及び他社への出向者４名は含まれて
おりません。

(10) 主要な借入先の状況（平成30年３月31日現在）

借 入 先 借 入 金 残 高

百万円

株 式 会 社 足 利 銀 行 1,554

株 式 会 社 栃 木 銀 行 514

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 395

株 式 会 社 常 陽 銀 行 349

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 317

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 300
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2. 会社の株式に関する事項（平成30年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 7,952,000株

(2) 発行済株式数 2,102,000株

(3) 株主数 1,965名

(4) 大株主の状況

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 ％

有 限 会 社 滝 沢 興 産 461,200 22.4

伊 藤 忠 商 事 株 式 会 社 315,200 15.3

滝 沢 ハ ム 取 引 先 持 株 会 152,800 7.4

株 式 会 社 足 利 銀 行 75,600 3.6

瀧 澤 太 郎 60,000 2.9

瀧 澤 悦 子 60,000 2.9

株 式 会 社 常 陽 銀 行 50,000 2.4

上 野 さ り 45,200 2.2

マ ル ハ ニ チ ロ 株 式 会 社 44,000 2.1

吉 田 潤 子 43,800 2.1

岩 井 由 紀 子 43,800 2.1

(注) 当社は、自己株式48,296株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。また、持株比率は
自己株式を控除して計算しております。
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3. 会社役員に関する事項

　(1) 取締役及び監査役の氏名等

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

取 締 役 会 長 中 江 一 雄

代表取締役社長 瀧 澤 太 郎
加工品事業本部長
㈱テルマンフーズ代表取締役社長

常 務 取 締 役 斎 藤 信 明 生産本部長

常 務 取 締 役 阿 部 竹 男 経営戦略室長

取 締 役 山 口 輝 管理本部長兼総務部長

取 締 役 佐々木 吉 男 食肉事業本部長

取 締 役 浜 村 恭 弘 税理士 税理士法人浜村会計専務

常 勤 監 査 役 戸 田 敏 明

監 査 役 長 安 正

監 査 役 澤 田 雄 二
弁護士 宇都宮中央法律事務所所長 ㈱ナカニシ社外監査役
㈱カワチ薬品社外監査役

監 査 役 鎌 形 俊 之 公認会計士・税理士 鎌形公認会計士事務所所長

(注) 1. 取締役浜村恭弘氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
2. 監査役澤田雄二及び鎌形俊之の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
3. 監査役戸田敏明及び長安正の両氏は、長年金融機関での業務に携わっており財務及び会計に関する

相当程度の知見を有するものであります。
4. 監査役澤田雄二氏は、弁護士の資格を有しており、企業法務に関する相当程度の知見を有しており

ます。
5. 監査役鎌形俊之氏は、公認会計士及び税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度

の知見を有しております。
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　(2) 取締役及び監査役の報酬等の額

　当事業年度に係る報酬等の額

支給人員 報酬等の額 摘 要

取 締 役 7名 99,451 千円 (うち社外取締役 1名 2,880千円)

監 査 役 4名 17,762 (うち社外監査役 2名 4,360千円）

合 計 11名 117,213

(注) 1. 株主総会決議による報酬支給限度額は次のとおりであります。
　 取 締 役 平成８年６月27日開催時決議 年額 200,000千円
　 監 査 役 平成３年６月27日開催時決議 年額 20,000千円
2. 上記のほか、使用人給与相当額23,027千円を支払っております。
3. 監査役４名のうち２名は社外監査役であります。

　

　(3) 社外役員に関する事項

① 重要な兼職先である法人等と当社の関係

監査役澤田雄二氏は、株式会社ナカニシ及び株式会社カワチ薬品の社外監査役でありま
す。同社と当社の間には特別な関係はありません。

② 社外役員の主な活動状況

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

取 締 役 浜 村 恭 弘
当期開催の取締役会14回のうち、13回に出席し、税理士としての専門
的見地から、特に会計・税務に関して助言・提言を行っております。

監 査 役 澤 田 雄 二
当期開催の取締役会14回のうち13回に出席し、また、当期開催の監査
役会13回全てに出席しております。取締役会等の議案については、法
律家としての高い専門知識をもとに助言を行っております。

監 査 役 鎌 形 俊 之

当期開催の取締役会14回すべてに出席し、また、当期開催の監査役会
も13回全てに出席しております。取締役会等の議案については、公認
会計士・税理士としての高い専門知識をもとに助言を行っておりま
す。

　
(注) 浜村恭弘、澤田雄二及び鎌形俊之の３氏は、東京証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反が

生じるおそれのない独立役員であります。
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③ 責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第
423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
当社の社外取締役及び社外監査役は、会社法第423条第１項の責任につき、会社法第425

条第１項に規定する最低責任限度額をもって、損害賠償責任の限度としております。
　

4. 会計監査人の状況

　(1) 会計監査人の名称 　明治アーク監査法人

　(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 25百万円

当社及び当社の子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他財産上の利益の合計額 25百万円

(注) 1. 監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、過年
度の監査計画における監査項目別、階層別監査時間の実績及び報酬額の推移並びに会計監査人の職
務遂行状況を確認し、当事業年度の監査計画及び報酬額の妥当性を検討した結果、会計監査人の報
酬等について会社法第399条第１項の同意を行っております。

2. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査
の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、合計額を記載してお
ります。

3. 当社は会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の監査証明業務以外の業務を委託しており
ません。

　(3) 会計監査人の解任又は不再任の決定方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等その必要があると判断した場合

は、当該会計監査人の解任または不再任を検討し、株主総会に提出する会計監査人の解任ま

たは不再任に関する議案の内容を決定いたします。

　また、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目に該当すると認められる場合

は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選任し

た監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解

任の理由を報告いたします。
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5. 会社の体制及び方針

(1) 取締役・使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

① 代表取締役は、内部統制の有効性と妥当性を確保するため、行動規範ガイドラインをは

じめとするコンプライアンス体制に関する規程を制定し、全ての取締役、使用人がこれら

を遵守することを企業活動の前提とする。

② 代表取締役は、コンプライアンス担当取締役を任命し、担当取締役は全社横断的なコン

プライアンス体制の整備、問題点の把握に努める。

③ 担当取締役は、各部署にコンプライアンス責任者その他必要な人員配置を行い、かつ行

動規範ガイドライン等の実施状況を管理・監督し、全使用人に対しての適切な研修体制を

構築し、法令・定款等の遵守についてさらなる周知徹底を図る。

④ 万一コンプライアンスに関連する事態が発生した場合には、その内容調査及び対処案等

について、担当取締役を通じ代表取締役、取締役会、監査役会に報告される体制を構築す

る。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

① 取締役の職務の執行に係る情報・文書（以下、職務執行情報という。）の取扱いは、当

社文書管理規程及びそれに関する各管理マニュアル等に従い適切に保存及び管理を行い、

必要に応じて運用状況の検証、各規程等の見直し等を行う。

② 職務執行情報のデータベース化を促進し、当該各文書等の存否及び保存状況を直ちに検

索することが可能とする体制を構築する。

③ 前２項に係る事務は、代表取締役が任命する取締役が所管し、第１項の検証・見直しの

経過及び第２項のデータベースの運用・管理について、四半期に一回以上、取締役会に報

告する。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

① 品質、災害、環境、情報セキュリティ、コンプライアンス等に係るリスクは、それぞれ

の担当部署が必要に応じて規程、ガイドラインを制定し、研修の実施、マニュアルの作

成・配付及び周知を行う。

② 代表取締役は、コンプライアンス担当取締役を全社のリスクに関する統括責任者として

任命し、当社グループ全体のリスク状況を網羅的・統括的に管理する。

③ 代表取締役は、代表取締役に直属する内部監査部署として、監査部を設置し、その事務

を管掌する。

④ 監査部は、定期的に業務監査実施項目及び実施方法を検証し、監査実施項目に遺漏なき

よう確認し、必要があれば監査方法の改定を行う。
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⑤ 監査部の監査により法令定款違反その他の事由に基づき損失の危険のある業務執行行為

が発見された場合には、発見された危険の内容及びそれがもたらす損失の程度等について

直ちにコンプライアンス委員会及び担当部署に通報される体制を構築する。

⑥ コンプライアンス委員会は、コンプライアンス上の重要な問題について審議を行い、リ

スク管理規程の整備、運用状況の確認を行うとともに使用人に対する研修等を企画実行す

る。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

① 経営計画のマネジメントについては、経営理念を機軸に毎年策定される年度計画及び中

期経営計画に基づき各業務執行ラインにおいて目標達成のために活動することとする。ま

た、経営目標が当初の計画どおりに進捗しているか月次業績報告を通じ検証を行う。

② 業務執行のマネジメントについては、取締役会規程により定められている事項及びその

付議基準に該当する事項についてはすべて取締役会に付議し、その際には経営判断の原則

に基づき事前に議題に関する十分な資料が全役員に配付される体制をとるものとする。

③ 日常の職務遂行に際しては、職務分掌規程、職務権限規程等に基づき権限の委譲が行わ

れ、各レベルの責任者が意思決定ルールに則り業務を遂行することとする。

(5) 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

① 財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内部統制の評価及

び監査に関する実施基準に基づき、財務報告に係る内部統制を構築する。

② 関係会社管理規程に基づき、子会社を管理し、子会社の業務執行は、定期的に報告する

体制とする。また、子会社の取締役または監査役を当社から派遣し、取締役は当該子会社

の他の取締役の職務執行状況を監視・監督する。

③ 子会社のリスク情報の有無を監査する部署は、監査部とし、内部統制の改善策の指導、

実施の支援・助言を行う。

④ 監査部は、子会社に損失の危険に関するリスクが発生し、監査部がこれを把握した場合

には、直ちに発見されたリスクの内容、発生する損失の程度及び当社に対する影響等につ

いて、当社の取締役会及び担当部署に報告される体制を構築する。

⑤ 当社と子会社との間における不適切な取引または会計処理を防止するため、監査部は、

管理本部及び子会社の監査担当部署と十分な情報交換を行う。

(6) 監査役の職務を補助すべき使用人を置くことに関する事項

① 監査役の職務を補助すべき部署は監査部とし、専任の使用人が必要な場合には遅滞なく

配置することとする。

② 前項の具体的な内容については、監査役の意見を聴取し、人事担当取締役その他関係各

方面の意見も十分に考慮して決定する。
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(7) 監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項

① 監査役の職務を補助すべき使用人の任命及び異動は、監査役会の同意を必要とする。

② 監査役会付の使用人は、当社の業務執行に係る役職を兼務せず監査役の指揮命令下で職

務を遂行し、その評価については監査役の意見を聴取するものとする。

③ 監査役の職務を補助すべき使用人が、監査役に報告を行ったことにより不利な取扱いを

行ってはならないものとする。

④ 監査役がその職務の執行について必要な費用の前払いまたは償還等の請求をした場合、

その職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用を支払うものと

する。

(8) 当社及び子会社の取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への

報告に関する体制

① 当社及び子会社の取締役及び使用人は、監査役会の定めによるところに従い、各監査役

の要請に応じて必要な報告及び情報提供を行うこととする。

② 前項の報告・情報提供として主なものは次の通りとする。

a. 当社の内部統制システム構築に関わる部門の活動状況

b. 当社の子会社の監査役及び内部監査部門の活動状況

c. 当社の重要な会計方針、会計基準及びその変更

d. 業績及び業績見込の発表内容、重要開示書類の内容

e. 会社に著しい損害を及ぼすおそれのある重要な事項

f. 内部通報制度の運用及び通報の内容

g. 社内稟議書、重要会議議事録及び監査役から要求された会議議事録の回付

(9) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 当社の監査体制と内部統制システム体制の有効性を検証し、体制との調整を図り、よっ

て当社の監査体制の実効性を高めるため、代表取締役は監査役会、財務担当取締役及び監

査部長と定期的な意見交換会を開催する。

② 前項の同会議は、監査の実効性確保に係る各監査役の意見を十分尊重しなければならな

い。

③ 会計監査人の選任・不再任・解任に関する株主総会に提出する議案の内容は、監査役会

の決議によるものとする。

(10) 反社会的勢力に対する基本方針

　当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与え、健全な経済・社会の発展を妨げる暴力団を

始めとする反社会的勢力との取引を含めた一切の関係を遮断するため、以下の方針を定め

る。
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① 当社は、反社会的勢力との取引を含めた関係を遮断し、不当要求に対しては断固として

これを拒否する。

② 当社は反社会的勢力による不当要求に対しては組織をもって対応し、当社の従業員の安

全を確保する。

③ 当社は、反社会的勢力への資金提供は絶対に行わない。

④ 当社は、反社会的勢力による不当要求が、事業活動上の不祥事や従業員の不祥事を理由

とする場合であっても、事実を隠蔽するための裏取引を絶対に行わない。

⑤ 当社は反社会的勢力による不当要求に備えて、警察、暴力追放運動推進センター、弁護

士などの外部専門機関との緊密な連携を図る。

⑥ 当社は、反社会的勢力からの不当要求に対しては、刑事上もしくは民事上の法的対応を

行う。
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6. 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当社では、「内部統制システムの基本方針」に基づき、企業集団の業務の適正を確保する

ための体制整備とその適切な運用に努めており、当連結会計年度における運用状況の概要は

以下のとおりであります。

① 当社の取締役会は、取締役７名で構成し、監査役４名も出席した上で開催し、取締役の

職務執行を監督しました。主要な会議の開催として、取締役会は14回開催され、取締役の

職務の執行の適正性を確保し、取締役の職務執行の適正性及び効率性を高めるために、当

社の取締役会は、代表取締役の指揮・監督の下、各自の権限及び責任の範囲内で、職務を

執行いたしました。

② 子会社については、「関係会社管理規程」に基づき、重要な事項を当社の取締役会にお

いて審議し、子会社の適正な業務運営及び当社による実効性のある管理の実現に努めまし

た。

③ 監査部は、取締役会の承認を受けた内部監査計画に基づき、法令・社内規程等の遵守状

況について、各部、工場及び営業所等を対象とする監査を実施し、その結果及び改善状況

を代表取締役及び監査役に報告いたしました。

④ 監査役は、監査方針を含む監査計画を策定し、毎月１回の定時監査役会に加えて適宜臨

時監査役会を開催し、監査役間の情報共有に基づき会社の状況を把握し、必要な場合は提

言のとりまとめを行いました。さらに、監査役は取締役会に出席するとともに、取締役、

その他使用人と対話を行い、監査部・会計監査人と連携し、取締役及び使用人の職務の執

行状況を監査いたしました。

⑤ 常勤監査役は、稟議書等重要な決裁書類を閲覧し取締役の執行状況を監査するととも

に、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査し、必要に応じて説明を求

めております。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

(注) 本事業報告中の記載金額及び株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。

― 17 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年05月25日 16時38分 $FOLDER; 17ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



連 結 貸 借 対 照 表

(平成30年３月31日現在)
（単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 7,647,259 流 動 負 債 8,037,595

現 金 及 び 預 金 1,738,595 買 掛 金 3,239,896

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 3,802,463 短 期 借 入 金 3,039,085

商 品 及 び 製 品 1,441,595 １ 年 内 償 還 社 債 40,000

仕 掛 品 199,603 リ ー ス 債 務 349,474

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 225,618 未 払 金 760,847

繰 延 税 金 資 産 92,669 未 払 法 人 税 等 121,871

そ の 他 146,851 賞 与 引 当 金 157,556

貸 倒 引 当 金 △136 役 員 賞 与 引 当 金 9,267

固 定 資 産 7,515,907 そ の 他 319,596

有 形 固 定 資 産 5,490,623 固 定 負 債 3,258,532

建 物 及 び 構 築 物 1,962,575 社 債 360,000

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 272,367 長 期 借 入 金 785,178

工 具、 器 具 及 び 備 品 180,756 リ ー ス 債 務 1,237,861

土 地 1,615,921 繰 延 税 金 負 債 232,082

リ ー ス 資 産 1,459,002 環 境 対 策 引 当 金 2,657

無 形 固 定 資 産 94,749 退 職 給 付 に 係 る 負 債 437,367

ソ フ ト ウ エ ア 84,869 そ の 他 203,384

そ の 他 9,879 負 債 合 計 11,296,127

投資その他の資産 1,930,534 純 資 産 の 部

投 資 有 価 証 券 1,712,029 株 主 資 本 3,360,998

そ の 他 223,663 資 本 金 1,080,500

貸 倒 引 当 金 △5,158 資 本 剰 余 金 684,424

利 益 剰 余 金 1,600,650

自 己 株 式 △4,575

その他の包括利益累計額 506,040

その他有価証券評価差額金 543,779

退職給付に係る調整累計額 △37,739

純 資 産 合 計 3,867,039

資 産 合 計 15,163,167 負 債 ・ 純 資 産 合 計 15,163,167

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 34,245,689

売 上 原 価 28,196,720

売 上 総 利 益 6,048,969

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,604,646

営 業 利 益 444,323

営 業 外 収 益

受 取 利 息 136

受 取 配 当 金 29,353

補 助 金 収 入 6,500

受 取 保 険 金 4,718

受 取 手 数 料 2,719

受 取 賃 貸 料 25,862

未 回 収 商 品 券 受 入 益 2,589

そ の 他 17,171 89,051

営 業 外 費 用

支 払 利 息 46,122

そ の 他 8,231 54,353

経 常 利 益 479,021

特 別 利 益

厚生年金基金解散損失引当金戻入額 26,922

損 害 賠 償 金 収 入 3 26,925

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 22,062

減 損 損 失 448 22,511

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 483,436

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 163,987

法 人 税 等 調 整 額 12,156 176,143

当 期 純 利 益 307,292

親会社株主に帰属する当期純利益 307,292

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,080,500 684,424 1,324,163 △4,461 3,084,627

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 ― ― △30,806 ― △30,806

親会社株主に帰属する当期純利益 ― ― 307,292 ― 307,292

自 己 株 式 の 取 得 ― ― ― △114 △114

株主資本以外の項目の当期変動額(純額) ― ― ― ― ―

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 276,486 △114 276,371

当 期 末 残 高 1,080,500 684,424 1,600,650 △4,575 3,360,998

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券
評価差額金

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利
益累計額合計

当 期 首 残 高 484,833 △40,739 444,094 3,528,722

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 ― ― ― △30,806

親会社株主に帰属する当期純利益 ― ― ― 307,292

自 己 株 式 の 取 得 ― ― ― △114

株主資本以外の項目の当期変動額(純額) 58,945 2,999 61,945 61,945

当 期 変 動 額 合 計 58,945 2,999 61,945 338,317

当 期 末 残 高 543,779 △37,739 506,040 3,867,039

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表

(平成30年３月31日現在)
（単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 6,912,582 流 動 負 債 7,597,140
現 金 及 び 預 金 1,395,962 買 掛 金 2,914,137

売 掛 金 3,567,547 短 期 借 入 金 2,405,000

商 品 及 び 製 品 1,273,399 １ 年 内 償 還 社 債 40,000

仕 掛 品 199,603 １年内返済長期借入金 573,848
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 224,022 リ ー ス 債 務 344,645
前 払 費 用 15,589 未 払 金 745,493
関 係 会 社 短 期 貸 付 金 20,000 未 払 法 人 税 等 115,063
繰 延 税 金 資 産 92,597 未 払 費 用 190,431
そ の 他 123,862 預 り 金 40,370

固 定 資 産 7,496,511 賞 与 引 当 金 147,000
有 形 固 定 資 産 5,392,046 役 員 賞 与 引 当 金 9,267
建 物 1,817,055 そ の 他 71,883
構 築 物 103,605 固 定 負 債 3,142,146
機 械 及 び 装 置 266,438 社 債 360,000

車 両 運 搬 具 3,089 長 期 借 入 金 746,420

工 具、 器 具 及 び 備 品 175,772 リ ー ス 債 務 1,227,747
土 地 1,580,750 繰 延 税 金 負 債 229,738
リ ー ス 資 産 1,445,335 退 職 給 付 引 当 金 370,013

無 形 固 定 資 産 93,992 環 境 対 策 引 当 金 2,657
ソ フ ト ウ エ ア 84,869 そ の 他 205,568
そ の 他 9,123 負 債 合 計 10,739,287

投資その他の資産 2,010,471 純 資 産 の 部
投 資 有 価 証 券 1,694,872 株 主 資 本 3,130,742
関 係 会 社 株 式 120,193 資 本 金 1,080,500
出 資 金 40,635 資 本 剰 余 金 685,424
関 係 会 社 長 期 貸 付 金 68,000 資 本 準 備 金 685,424

破 産 更 生 債 権 等 215 利 益 剰 余 金 1,369,393

長 期 前 払 費 用 14,167 そ の 他 利 益 剰 余 金 1,369,393
そ の 他 126,807 繰 越 利 益 剰 余 金 1,369,393
貸 倒 引 当 金 △54,419 自 己 株 式 △4,575

評価・換算差額等 539,064
その他有価証券評価差額金 539,064
純 資 産 合 計 3,669,806

資 産 合 計 14,409,093 負 債 ・ 純 資 産 合 計 14,409,093

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

(平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 31,736,622

売 上 原 価 26,175,391

売 上 総 利 益 5,561,230

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,153,911

営 業 利 益 407,319

営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,347

受 取 配 当 金 28,786

受 取 手 数 料 7,092

受 取 賃 貸 料 25,862

そ の 他 28,466 91,555

営 業 外 費 用

支 払 利 息 44,749

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 3,000

そ の 他 8,231 55,981

経 常 利 益 442,893

特 別 利 益

厚生年金基金解散損失引当金戻入額 25,314 25,314

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 22,062

減 損 損 失 380 22,443

税 引 前 当 期 純 利 益 445,764

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 147,985

法 人 税 等 調 整 額 12,182 160,168

当 期 純 利 益 285,595

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計
その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰 越 利 益 剰 余 金

当 期 首 残 高 1,080,500 685,424 685,424 1,114,603 1,114,603

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 ― ― ― △30,806 △30,806

当 期 純 利 益 ― ― ― 285,595 285,595

自 己 株 式 の 取 得 ― ― ― ― ―

株主資本以外の項目の当期変動額(純額) ― ― ― ― ―

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― 254,789 254,789

当 期 末 残 高 1,080,500 685,424 685,424 1,369,393 1,369,393
　

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △4,461 2,876,067 481,101 481,101 3,357,168

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 ― △30,806 ― ― △30,806

当 期 純 利 益 ― 285,595 ― ― 285,595

自 己 株 式 の 取 得 △114 △114 ― ― △114

株主資本以外の項目の当期変動額(純額) ― ― 57,962 57,962 57,962

当 期 変 動 額 合 計 △114 254,675 57,962 57,962 312,638

当 期 末 残 高 △4,575 3,130,742 539,064 539,064 3,669,806

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成30年５月25日

滝 沢 ハ ム 株 式 会 社

取 締 役 会 御中

明 治 ア ー ク 監 査 法 人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 永 田 敬 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 朝 長 義 郎 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 松 浦 大 樹 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、滝沢ハム株式会社の平成29年４月１

日から平成30年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連

結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連

結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表

示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備

及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類

に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な

虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ

き監査を実施することを求めている。
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　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実

施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な

虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性に

ついて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況

に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部

統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者

によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含ま

れる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠して、滝沢ハム株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類

に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成30年５月25日

滝 沢 ハ ム 株 式 会 社

取 締 役 会 御中

明 治 ア ー ク 監 査 法 人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 永 田 敬 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 朝 長 義 郎 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 松 浦 大 樹 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、滝沢ハム株式会社の平成29年

４月１日から平成30年３月31日までの第68期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行っ

た。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計

算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬によ

る重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及び

その附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書

類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、

監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
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　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書

類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査

の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リ

スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその

附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び

損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本
　

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第68期事業年度の取締役の職務

の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、

以下の通り報告いたします。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1) 監査役会は、当期の監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果

について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告

を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画等に従い、

取締役、監査部その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努

めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につい

て報告を受け、必要に応じて説明を求め、稟議書等の重要な決裁書類等を閲覧し、本社及

び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社について

は、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社

から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するため

に必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する

取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につ

いて、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必

要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す

るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明

を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われていることを確保する

ための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」

（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じ

て説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連

結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）

について検討いたしました。
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　2. 監査の結果

　(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している

ものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は

認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内

部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘

すべき事項は認められません。

　(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人明治アーク監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人明治アーク監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　 平成30年５月28日

滝沢ハム株式会社 監査役会

常勤監査役 戸 田 敏 明 ㊞

監 査 役 長 安 正 ㊞

社外監査役 澤 田 雄 二 ㊞

社外監査役 鎌 形 俊 之 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

　第１号議案　剰余金の処分の件

　剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。
　
　期末配当に関する事項

　第68期の期末配当につきましては、当事業年度の業績、今後の事業展開並びに内部留保の

状況等を総合的に勘案し、以下のとおりといたしたいと存じます。

　① 配当財産の種類 金銭

　② 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　 当社普通株式１株につき25円 総額51,342,600円

　③ 剰余金の配当が効力を生ずる日

　 平成30年６月28日
　

　第２号議案　取締役７名選任の件

　取締役全員（７名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役７名の

選任をお願いいたしたいと存じます。

　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社の株式数

１
なか え かず お

中 江 一 雄
(昭和25年９月６日生)

昭和44年３月 当社入社

4,000株

平成４年６月 当社取締役営業本部長

平成７年１月 当社常務取締役営業本部長

平成14年５月 当社専務取締役営業本部長

平成16年６月 当社取締役副社長

平成17年２月 当社取締役副社長兼食肉本部長

平成21年３月 当社取締役副社長兼営業本部長

平成23年３月 当社取締役会長

平成25年５月 当社取締役会長兼営業本部長

平成28年４月 当社取締役会長（現任）
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社の株式数

２
たき ざわ た ろう

瀧 澤 太 郎
(昭和46年７月１日生)

平成11年１月 当社入社

60,000株

平成14年６月 当社取締役商品開発部長

平成15年２月 当社常務取締役

平成15年４月 当社代表取締役社長

平成20年５月 当社代表取締役社長兼営業本部長

平成21年３月 当社代表取締役社長

平成23年９月 当社代表取締役社長兼営業本部長

平成24年３月 当社代表取締役社長兼加工品事業本部長兼営業

本部長

平成25年５月 当社代表取締役社長兼加工品事業本部長兼生産

本部長

平成28年６月 当社代表取締役社長兼加工品事業本部長(現任)

＜重要な兼職の状況＞

株式会社テルマンフーズ代表取締役社長

３
さい とう のぶ あき

斎 藤 信 明
(昭和29年２月18日生)

昭和52年４月 当社入社

1,800株

平成13年６月 当社取締役仙台工場長

平成14年１月 当社取締役営業本部長

平成16年４月 当社取締役生産本部副本部長兼生産技術部長

平成18年７月 当社常務取締役生産本部長兼生産加工部長

平成21年３月 当社常務取締役食肉本部長兼国内食肉部長

平成22年８月 当社常務取締役経営企画室長

平成23年３月 当社常務取締役生産本部長

平成25年５月 当社常務取締役泉川工場長

平成25年９月 当社常務取締役業務改善推進室長

平成28年６月 当社常務取締役生産本部長（現任）
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社の株式数

４
あ べ たけ お

阿 部 竹 男
(昭和34年３月３日生)

昭和52年４月 当社入社

1,700株

平成20年２月 当社経営企画室長

平成20年５月 当社執行役員経営企画室長

平成21年６月 当社取締役経営企画室長

平成22年８月 当社取締役業務推進担当

平成23年３月 当社取締役経営戦略室長

平成28年６月 当社常務取締役経営戦略室長（現任）

５
やま ぐち あきら

山 口 輝
(昭和29年10月３日生)

昭和52年４月 株式会社足利銀行入行

1,100株

平成16年６月 同行今市支店長

平成19年８月 当社入社 監査部長

平成20年６月 当社管理本部長兼総務部長

平成21年６月 当社取締役管理本部長（現任）

６
さ さ き きち お

佐々木 吉 男
(昭和23年11月27日生)

昭和46年７月 株式会社イトーヨーカ堂入社

600株

平成８年10月 同社精肉部バイヤーマネージャー

平成14年12月 有限会社さくら設立代表取締役

平成21年11月 当社顧問

平成22年８月 当社執行役員食肉本部長

平成24年３月 当社執行役員食肉事業本部長

平成24年６月 当社取締役食肉事業本部長（現任）

７
はま むら やす ひろ

浜 村 恭 弘
(昭和37年12月４日生)

昭和62年９月 浜村浩安税理士事務所入所

0株

平成２年４月 税理士登録（現任）

平成19年２月 税理士法人浜村会計設立 社員税理士（現任）

平成25年６月 当社監査役

平成28年６月 当社社外取締役（現任）

(注) 1．取締役候補者中江一雄、瀧澤太郎、斎藤信明、阿部竹男、山口輝、佐々木吉男及び浜村恭弘の７氏と当社の間には、特別の
利害関係はありません。

2．浜村恭弘氏は、社外取締役候補者であります。同氏を社外取締役候補とした理由は、当社の社外監査役として３年間在任し、
当社の経営を理解していただいた経験及び税理士としての知見を活かしていただくことを期待したためであります。なお、
社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもって２年となります。

3．当社は、浜村恭弘氏を東京証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反が生じる恐れのない独立役員として届け出て
おります。

4．当社と浜村恭弘氏は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結して
おります。同氏の再選が承認された場合、引き続き当該契約を継続する予定であります。

5．取締役候補者の所有する当社の株式数には滝沢ハム役員持株会における持分を含めた実質株式数を記載しております。

　
以 上
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〈メ モ 欄〉
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〈メ モ 欄〉
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新
栃
木
駅

至宇都宮

至小山
至宇都宮至浅草

足利銀行

栃木商業高校

カワチ

栃木I.C

至鹿沼I.C

至佐野I.C

ファミリーマート

ＮＴＴ

アイム

とりせん

イオン

スターバックス

マクドナルド

栃木駅至高崎

至佐野

栃木女子高

足利銀行

消防署

郵便局

交番

東京インテリア

栃木信金

栃木市役所

バ
イ
パ
ス

Ｐ
Ｐ

Ｐ

栃木グランドホテル

株主総会会場ご案内図

会場：栃木県栃木市万町６番11号
　 栃木グランドホテル ２階「鳳凰の間」
　 電話 0282 (22) 1236

（昨年と開催場所を変更しております。株主総会会場ご案内図をご参

　照のうえ、お間違いのないようご注意お願い申し上げます。）
　

◎ 交通のご案内

　・JR両毛線栃木駅、東武日光線栃木駅より徒歩約15分

　 車で約５分

　・東北自動車道栃木インターチェンジより車で約10分
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